
The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

自治体における若者就労支援施策の 現状 と課題
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1 ，問題 関心 と研究方法

　周知の よ うに 、
1990 年代初頭以降、若年労働市

場は大 きな変容 を見せ 、非正規雇用 （「フ リ
ー

タ

ー
」
・派遣労働）や無業 （「ニ ー

ト」）の 増大が社会

問題 化 して きた。こ の よ うな若者の 就労問題の 背

景には、バ ブル 経済の 崩壊後の 長期不 況を直接の

原因 と し、それ以前か ら進行 して い た経済の グ ロ

ーバ ル 化 、 産業構 造 の 変化、口本的雇用償行の 行

き詰ま りを遠因とする、労働力需要構造 の 変化が

存在する。 そ うした仕事 の 匿界の変化は 、高度経

済成長期以降の 日本社会を特徴づ け て い た 「戦後

日本型循環モ デル 」 （本田　2008a）の機能不全を

招来 した。すなわち、教育を終えれ ば新規学卒
・

括採用慣行を通 じて安定雇用にス ムーズに移行 し、

安定雇用 か ら得 られ る賃金 とそ の E昇見込み に基

づ い て 家族を形成 し、家族は次世代 の 教育に費用

と意欲 を注ぎ込む 、とい う、教育 ・仕事 ・家族の

間の 循環構造に、もはや乗れない 層が相当の 規模

で 現れる こ とになっ た。「戦後 目本型循環モ デル 」

にお い て は企業福祉 と家族福祉が公的な福祉を代

替する機能を果た してい た こ とか ら、日本で は公

的な セ ー
フ テ ィ ネ ッ ト、特に若者を対象 とするも

の は従来きわめ て 手薄で あっ た。それ ゆえ、「戦後

目本型循環モ デル 」 の破れ 目か ら こ ぼれ落ちる者

を再び社会に包摂するため の 政 策や制度はい まだ

に弱体で あ る。現在、喫緊に必 要 とされ てい るの

は、教育 ・仕事 ・
家族の 間に新たな形で の 循環を

構築す る ととも に 、そ の循環 の 間隙や外部を埋め

る セ ー
フ テ ィ ネ ッ トを拡充す る こ とで あ り、若年

就労支援 も、そ の重要な 環 をな して い る。

　若年就労支援に関する政策は、2003 年か らの

「若者 自立 ・挑戦プラ ン 」 に端を発 し、ジ ョ ブカ

フ ェ 、若者 自立 塾 、 日本版デ ュ ア ル シ ス テ ム 、キ

ャ リア教育などの施策が並行 して実施 され て き て

い るが、そ の 多くは対象者 ・利用者の規模が小 さ

く、内容面で も有効陛や ア ウ トリ
ー

チな どの 点 で

限界が ある こ とが指摘 され て い る （本田　2008b）。

　他方で 、2000 年には雇用対策法 が改正 され地方

公 共団体が雇用に関する施策を講ずる こ とが努力

義務 とされるよ うにな り、また 2009 年 7 月に成

立 し、2010 年 4 月に施行 された子ども ・若者育

成支援法も、地方自治体に対 して教育 ・福祉 ・雇

用等 の 分野における子 ども ・若者育成支援施策の

総合的支援の ため の 計画策定と協議会設 置を努力

義務として 求め て い る、こ の よ うに 、地方分権化

の 趨勢 とも相俟 っ て、若者就労支援につ い て は 自

治体 レ ベ ル で の取 り組み に、よ り重点が移 りつ つ

ある と占 っ て よい だろ う。

　若者就労支援に関する研究動向に 目を転ずれ ば、

従来 の 研究は、マ ク ロ レ ベ ル ＝国際比較や 目本の

全 国 レ ベ ル で の 施策や理念 の 検討 と批判 （宮本

2002
、 小杉 ・堀編　2006、中西　2007 など）、お

よび ミ ク ロ レベ ル ＝支援機 関内の 支援者 と利用者

の 相互作用や利用者の 内面的過程 （石川　2007、

荻野 　2006 ・2007 、川 北　2006、柴野編　2009、

宮崎 ・
日置　2010 な ど）に関して

一・
定の 蓄積があ

るも の の 、メ ゾ レ ベ ル ＝地域内 で の 施策や支援機

関の 構造 ・関係 陸の検討につ い て は、労働政策研

究 ・研修機構 （2010 ）など
一部の 萌芽的調査研究

が存在す る に とどま っ て い る。

　以 上の 概観 よ り、 本研究 で は特にメゾ レ ベ ル 、

すな わち自治体内部にお ける若者就労支援施策 の

現状に照準を当て、次 の 4 つ の リサ
ー

チ ・クエ ス

チ ョ ン に取 り組む 。  自治体に お い て い か なる若

者就労支援施策が実施 され て お り、関連機関の間

に どの よ うな役割分担や関係性が形成 され て い る

か。  自治体内におい て 就労支援施策を進展 させ

るた めには い かなる条件が必要か。  個 々 の 実施

機関 にお い て 施策は実際に どの よ うに実施 されて

お り、い かなる成果が あが っ て い るか。  自治体

の 就労支援施策に とっ て の課題は何か。

　 こ れ らの 問い に取 り組む に当た り、本研究は研

究対象の 事例 として若者就労支援に 関し て先進的

か つ 積極的に取 り組んで い る地方自治体 （X 市）

を選 択 し、行政お よび関連諸機関に対 して ヒア リ

ン グお よび フ ィ
ー

ル ドワ
ー

クを行 っ た。先進的か

っ 積極的な 自治体に焦点を 当て た 理 由は 、 そ うし

た取 り組みを可能に した条件 と、先進的 ・積極的

で あ っ て も直面 し て い る課題 とをい ずれ も把握す

る こ とができ、それ らの 知見はそれほ ど先進的 ・

積極 的 で はない 自治体に とっ て も示唆する点が大
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きい と考えたた めで ある。調査 の 開始時期は 2009

年 7 月で あ り、断続的に ヒ ア リン グとフ ィ
ール ド

ワーク を行 っ て きた。研究は現在も継続中で あ り、

本発表は中間的 （あ るい は初期的）知見の 報告 と

い う意味をもつ 。以下、固有名詞は匿名 と し た上

で 、まず次節で X 市の若者就労支援施策の 概要 を

紹介 し、続 く 3 節では実際に支援を担 う機関の 事

例につ い て 報告する。4 節で は 2 ・3 節の 内容を踏

まえ 、 4 つ の リサ
ー

チ ・クエ ス チ ョ ン に対 し て暫

定的な知見を述べ る （詳細は当日 の発表を参照）。

2，×市の若者就労支援施策

　X 市は、2000 年代初頭以降、国 レベ ル の若者就

労支援政策に時に先行する形で、市独自の 施策を

進め て きた 。 市政の トッ プに近 い 位置に研究者が

就任 した こ とも契機の ひ とつ とし て、2000 年代半

ばに幼児 ・子 どもか ら青年ま で幅広 い 年齢層を対

象とする施策を行 う部局を開設 し、地域内の雇用

創出を担当する部局 と連携して若者就労支援施策

が展開され てきた 。 また、こ うした市の施策が活

発化する以前か ら市内には若者支援に取 り組む多

様な民間組 織 （NPO 等）が数多 く存在 して お り、

施策の 展 開と ともに新たな民間組織が形成され て

もい る、近年は市が設置する研究会や連絡協議会

を通 じて、それ ら民間組織 と行政機関の 間にネ ッ

トワークが形成 され て きた、そ うした研 究会や連

絡協議会にお い て も、若者 の 現状 の 把握 と施策の

設計に関して研究者 が重要な役割を果た して きた 。

また 、 若者支援を担 う部局 の運営を担 う行政職員

の 中にも、出身の 大学 ・大学院にお い て関連する

分野 の 研究に従事 して きた者が珍し くない。

　こ うした経緯を背景 と して 、調査時点にお い て

X 市は 、 多彩な独 自の 事業を実施するにい た っ て

い る。その 中に は、1）「県ふ る さと雇用再生特別

基金市町村補助事業」を活用 し、若者の就労支援 ・

雇用創出 と地域活性化を目指す総合的事業、2）若

者を対象として
、 相談 、 居場所、就労支援をそ れ

ぞれ担当す る組織を市内に配置 し、 それ らの 間の

連携 とネ ッ トワ
ー

ク化 を推進、3）困難の度合い の

高い 段階か ら就労ま で の ス テ ッ プ を段 階的に示 し、

その 上昇を以て若者の 状況改善と施策 の 成果を把

握するモ デル の設定、4＞国が実施する若者 自立塾

とは異なる短期 ・合宿型の 若者 自立塾の 実施、5）

市独 自の 無料職業紹介事業や合同企業説明会およ

び職業訓練の 提供 、6）イ ン タ
ーネ ッ トサイ トを活

用 した若者 の 自立や就労に関する情報提供、7）市

内の 企業が参加する社会奉仕団体を通 じた職場体

験機会の提供な どが含まれる。言 うま で もな く、

こ うした市 の 独自事業は、国 の 機 関 （ハ ロ ーワー

ク等）、県の機関 （労働局等）、商工会議所な どと

連携 して実施され て い る。

　これ らの独 自事業の 多くは、前述 した多様な民

間組織にそれぞれ委託 す る形で運営 されて い る。

市は民間組織 の特性に応 じ て事業計画と運営経費

を提供 し、各民間組織は多かれ少 なかれ市の 方針

に よっ てそれぞれ の 活 動内容を方向付けられ る と

ともに 、逆に各事業がそれを受託 した民間組 織の

性格や保有する資源 （人材や ノウハ ウな ど）に よ

っ て影響を受ける側面もある。次 の 3 節では 2 つ

の 若者支援組織 を事例 に取 り、X 市の 施策を実際

に担当 して い る現場の 実態につ い て記述する 。

　　　　　　　　　　　　　（以 上、本田由紀）

3 − 1．支援組織 A ・B （税既要

　まず、事例とし て選択 した 2 つ の若者就労支援

組織 （以下、組織 A ・組織 B と表記）につ い て、

両者 を対比 しつ つ その概要を簡単に確認する。
組 織 A 組 緞 B

組 織類 型 NPO 民 間 企 業

設 立 時 期 200D 年 代 半 ば 1980 年 代 末

資 金

・
国 や 市 か ら の 事 業 受 託

収 入 、補 助 金 収 入 が 多 い

・
企 菜 か ら の 助 成 金 に よ

る 独 自事 業 も実施

・独 自 の 事 業 で 収 益 を上

げ て い る

ス タ ッ フ

・常 勤 7名 、非 常 勤 12名 、
出 向 3 名 、ボ ラ ン テ ィア 4名

（2009 、6 ）
・資 格 ：臨 床 心 理 士 、キ ャ

1丿ア カウ ン セ ラ
ー

など

・全 体 （関 連 組織 含 む ）で 正

社 員 20 名 、契 約 社 員 20 名

（2009 ．11 ）

・資 格 ：キ ャ 1丿ア カ ウ ン セ

ラ
ー、社 会 福 祉 士 、看 護 師

な ど

利 用 者

・15〜40 歳 ま で の 若 者 、
保 護 者
・20 代 が 6割・
男 性約 7割
・総 登 録 者 数 約 110Q 名

（20099 ）

・10〜30 代

・男 性 が 8割 以 上
・自 立 塾 生 は 40 名 前 後

（2009 ．11 ）
・関 東 圏 を 中 心 に 全 国 か ら

集 ま る

外 部 と の 連

　 　 携

・外 部 連 携 先 （地 元 企 業 ）

で の 社 会 体 験 や 就 労 体

験
・適 切 な 支 援 先 への つ な

ぎ

・
地 元 企 業 、商 店 街 、農

家 、公 的 機 関 に よ る 就 労 体

験 の サ ポ ー
ト

・高 校への ア ウ トリ
ー

チ

・適 切 な 支 援先 への つ な ぎ

実 績

・進 路 進 学 決 定 率 3196
・
外 部 就 労 体 験 後 の 就 労

率 54 ％

・卒 塾 後 就 労 率 約 7 割

　こ の 表か らも分か るよ うに、組織 A は設立 か ら

まだ 日が浅い NPO だが、一方の 組織 B は設立後

かな りの経験を重ね て きた民間の営利企業で ある。

そ の ため、どち らも若者 の 就労支援を目的としな

が らも 、 両者はそ の 活動内容や性格、資金 面 で の

独立性な どの 点 で 大 きく異なる 。

　それ ぞれ の組織が利用者に提供するサ
ービ ス は

多岐に渡るが、組織 A が個別相談活動や トレー
ニ

ン グプ ロ グラ ム、外部機関と連携 した就労体験に

特化 して い る の に対 して 、組織 B は それ らに加 え、

居場所機能 ・共同生活機能なども担い、さらに必
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要に応 じて組織内部に就労体験 の 場を増や して い

る。各組織の 提供サービス
ー

覧は以下 の 表を参照 。

　　 組織此

（機 能 特化 ・連 携型 ）

　　 組繊B
〔機能内 包

・
拡大 型）

相談活 動 ◎ ○

居場所 X ○

共同 生活 × ◎

トレーニ ング

　　　○
（ス トレ ッチ

・．
コミ ュ ニ

ケーシ ョ ン 講座 ・
　面接 対策など）

　　　 ○
（マ ナ

ー
講座

・
コ ミュ ニ

ケ
ーシ ョ ン 講座など）

就労体験 （内部） X
　　◎

〔飲食
・
清掃

・
学習塾など）

就労体験 （外部〉 ○ ○

　　　　　　　　　　　 （福田志織 ・
田近恵子）

3 − 2 ，支援組織 A の事例

　次 に 、 組織 A につ い て 、ヒ ア リン グやフ ィ
ー

ル

ドワークで 得 られた知見を
一

部要約 してお く。

　組織 A は 2000 年代半ばに設立 された NPO で 、

通所型 の就労支援機関を擁iし て い るv 就労に困難

を抱える 15〜40 歳の 者者 とそ の 保護者を対象 と

し、2009 年 9月 の 時点で総登録者数は約 1100名

に もの ぼる。組織の 運営費は 、その ほ とん どが国

や 自休か らの 事業受託収入や補助金収入 で賄われ

て い る。そ の ため資金 面 で の独立性は低く、国や

自治体の 求め る方針や就労人数 な どの 目標値を意

識 した運営が必要とな っ て い る。

　ス タ ッ フ は常勤 ・非常勤 ・ボラ ン テ ィ アなど合

わせ て 20 数名が在籍 し、主 に 1 対 1 の 個別相談

活動、就労に 向けた 様 々 な トレ
ー

ニ ン グプ ロ グラ

ム の 実施 、外部機関と連携 し た就労体験機会の提

供などを行 っ てい る。ス タ ッ フ には臨床心理 トや

キ ャ リアカ ウン セ ラ
ー

の 資格を持 っ た者もお り、

臨床心理 学の 観点か らも課題
．
を抱 えた利用者 の 相

談 ・支援にあた っ て い る。

　組織 A が持つ 通所型就労支援機関は ビ ル の ワ ン

フ ロ アにあ り、そ の 内部は相談 ス ペ ー
ス 、パ ソ コ

ンを利用する ス ペ ー
ス 、 トレ

ー
ニ ン グプ ロ グ ラ ム

が 実施 され る ス ペ ース などに仕切られて い る。壁

には ス タ ッ フ の 写真や
．
就労に至 っ た卒業生 の 体験

記 な どが飾 られ 、和やかな雰囲気にな っ て い る が 、

利用者同士 の 談話ス ペ ー
ス は特 に設 けられ て い な

い 。そ の ため、利用者が来所する の は個別相談や

トレーニ ン グプ ロ グラム を受ける際が多く 、 利川

者同 士 の 横の っ なが りはあま り見 られない。

　組織 A を利用する若者たちが就労困難に至 っ た

背景には、心身 の 疾患や障が い ・
不 登 校 ・ひ き こ

もり ・家庭の 貧困や虐待など多様な要因があ り、

また異な る要因を複数抱え て い る者 も多い 。彼 ら

の 多くが 「働 きた い気持ちはあるが何 らか の 理 由

で実際には職業体験を行 っ た り就職活動 を した り

す る こ とが 難 しい 」 状態にあ り、 中には他人 と 目

を合わせ る こ とが で きな い な ど、就労以前の コ ミ

ュ ニ ケーシ ョ ン 自体に困難を抱える者 もい る。

　そ の ため組織 A で は、情報提供や就職活動の 援

助 とい っ た既存の （そ して狭義の ）就労支援だけ

で はな く、まずは就労の 土台となるで あろう、「自

信」や 「安心 」 をサポー
トす るべ く様々 な取 り組

みが行われて い る。具体的に は利用者を短期間で

就労に結び付けよ うとす るの で はな く、個別相談

を随時行い な が らメ ン タル 面 の トレー
ニ ン グや コ

ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン の トレ
ー

ニ ン グ、学び直 しな ど

の様 々 なプ ロ グラム が若者の ニ
ーズ ・状態別 に実

施 され、利用者は各 自の 状態 に合わせ て 参加 で き

る よ うに なっ て い る。
こ れ らの プ ロ グラム は ス モ

ー
ル ・ス テ ッ プ で

一
歩ず つ 進 む こ とに よ っ て 自

信 ・
ス キル をつ け、就労 へ と徐 々 に進んで行 く こ

とが 目指 され て い る とい う．

　たとえば、初期段階の トレ
ー

ニ ン グプ ロ グラム

の ひ とつ で は、仕事に遅刻 した時や手持ち無沙汰

にな っ た時な ど、働い て い く上 で 想定される 「困

っ た場面」 に どう対応す るか とい うロ
ー

ル プ レ イ

ン グが行われ て い た。こ の ようなプ ロ グ ラ ム で は 、

参加者同
一．hで の ア ドバ イ ス の 際に 批判や注意をす

る こ とは禁 じられて い る。 これ は対人関係に恐1布
を覚える こ との ある利用者の 「安心」

・「自信 」 を

保障するために欠かせ な い こ とで あ り、そ うした

自己効力感の 萌芽に支えられ て 、利用者はよ り実

践的な プ ロ グラ ム や後述する外音磯 関に お ける就

労体験に お い て現実的な コ ミュ ニ ケ
ーシ ョ ン ス キ

ル を個別 に補 っ て ゆくとい うプ ロ セ ス をた どる。

　 また、よ り専門的な援助が必要だ と判断 され る

利 用者に対 して は、そ の 状況に応 じ て地城の行政

や障害者就労支援機関など他機関へつ なぐ とい っ

た連携 も行われ て い る。さらに、就労支援 と して

重要な意味をもつ の は、本人 の 希望や段階に応 じ

て就労体験 の 機会が用意 されて い る こ とで ある。

これは外細 幾関との 連携に よるも の で 、 地域の 労

働者協同組合や半業所 ・保育施設などが受け入れ

先となっ て、2009 年 12月まで の 3年間で の べ 100

人 強の 就労体験が実現 した。そ の うちの 半数近 く

が、そ の 後に就労に結びつ い て い る。 組織 A は 自

組織内に就労の場を持たない た め、就労体験は必

ず外部機関で行 う必要があり、受け入れ先の 事業

所 を開拓 して い くこ とが今後の課題 として ス タッ

フ問に 認識 され て い る。 若者たち の 様々 な 「働 き

づ らさ」 の 状況や背景を理解 した上 で受け入れ る

場所を探すこ とは、特に民間企業で は困難を極め
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るとの こ とである。

　組織A が 自組織内に就労の 場を持たない 理 由に

は、就労に困難を抱える若者を地域で 支え て ほ し

い とい う思 い と、少ない ス タ ッ フ で働く場 をつ く

っ て収益を．ヒげる とい うの は難 しい とい う考 えが

あるとい う。また、組織 A は直接 の 職業斡旋 を行

うこ とが で きな い た め、利用者が就職先を探す場

合は ハ ロ
ー

ワ
ー

クな ど外部機関を紹介 して い る。

　以上をまとめる と、組織 A の特徴として は 1）

資金面で の 独 立性 が低 い こ と、2）利用者 の 抱 える

課題 ・困難は多様か っ 複合的で 、短期間で就労に

結び っ かな い 者が多い こ と、
3）ス タ ッ フ と利用者

の 1対 1 の 関係が重視されて お り、利用者同士 の

横の つ なが りは薄い こ と、4）自組織内に様 々 な機

能を抱えるの で はなく、外部機関と連携する こ と

で多様なニ ーズ を抱えた利用者へ の 対応 を 目指し

てい ること 、 などが挙げられ る。

　主に国 ・自治体の事業受託や補助金 で 運営され

て い るだけに、就労達成人数など目に見える形で

成果を上げる こ とを要求 され て い るが、様 々 な困

難を抱える利用者 の 性質を考えた ときに、短期間

の うちにそ の ような成果を上げるこ とは難 しい 。

また、利用者同 士 の 横の っ なが りをっ くる機会の

提 供や 、

一
般企業で の就労体験がまだ困難で ある

者のため に組織内部にゆるやかな就労の 場を設け

るな ど、組 織A は様 々 な発展可能性を有 して い る。

実際に、組織 A は常に 自らの 提供する支援の 効果

をエ ビデ ン ス に基づ い て検討 し、継続的な改善に

努め て い る。そ の意味で組織 A は機能面 で の 柔軟

さが高い ともい える。運営方針や A を取 り巻 く政

策の推移を、今後も見守 っ て い く必要があるだろ

う。　　　　　　　　　　　　　 （福 田志織）

3 − 3 ．支援組織 B の事例

　主に通所型の 相談活動に特化 し、それを補完す

る形で外部機関 と連携する組織 A に対 して、組織

B は、相談活動 に加 え居場所、 トレーニ ン グプ ロ

グラム 、就労体験など 、 若者 の 実唐に合わせ て多

様な機能を内部に拡充させ て きた組織で ある。

　組織 B は 2009 年度ま で 実施 されて い た国 の 若

者自立塾事業 と同様の 枠組み に よる支援をそれ以

前か ら実施 してい た こ とか ら、当該事業を受託 し

て い ただけでな く、X 市独 自の 自立塾事業も別途

受託 して い る。組織 B で は、実際の 就労に向 けて

おおまかに分け て 3 つ の 段階的ス テ ッ プ を設けて

い る 。 共同生活に おけ る 基本的な生活習慣 （自己

管理）の体得や仲間との 関係づ くり （第 1 ス テ ッ

プ）、コ ミュ ニ ケーシ ョ ン講座や ビ ジネス マ ナ
ー

講

座等の就労 トレ
ー

ニ ン グと就労体験 （第 2 ス テ ッ

プ）、外部で の 企業研修 （第 3 ス テ ッ プ）で ある。

組織 B では各 ス テ ッ プを自組織内の 設備や資源を

活用 し独 自に成立 させ て い る。

　組織 B の 機能は、こ うした 自立塾型支援プ ロ グ

ラム をは じめ、通所の若者に も対応で きる居場所

事業 （X 市の 施策）や相談活動 など、実に多様で

ある。こ の 多機能陸は、組織 B の 下部に位置する

関連組織 （相談事業 ・レ ク リエ
ー

シ ョ ン プ ロ グラ

ム を若者や保護者 に提供する NPO 、福祉的支援

を要する若者向けに支援を行 う NPO 、就労体験

場所 となる飲食店等を経営する企業体など）が相

互 に補完 し合 う形で 担 われ て い る。
こ の こ とによ

っ て 、

一度支援機関につ なが っ た若者を機関間の

移動による齟齬やス トレ ス で 取 りこぼす こ とな く、

若者の 就労まで の 生活全体を包括的に支える仕組

み が 実現 して い る。

　通所や共同生活で組織B の 支援を利用する若者

は、常時 40〜50名程度で、不登校やひ きこ もり、

家庭内暴力を経験 した若者や、軽度 の 知的 ・発 達 ・

精神障がい など何 らか の 理 由で 就労に踏み出せ な

い 10〜30 代の 若者が全 国か ら集ま る。 そ し て 、

彼 らを約 40 名 の 正 規 ・非正 規 ス タッ フ が対応 し

て い る。ス タ ッ フ の 多くは若者と共 に寮に居住 し、

日中の 活動中は支援者、職場 の 監督者 と して 、寮

に帰れ ば家族、相談相手と し て 若者に寄 り添 う。

　こ うした組織 B の 活動面 の 特徴にっ い て、二 点

を挙げてお きたい。まず共同生活の重視、そ して

独 自の就労の 場におけ る就労体験で ある。

　第
一

に 、組織 B の 多様で 包括的 な支援 を可能 に

して い る の は 、 共 同生活 をべ 一
ス に支援が展開さ

れて い る点で ある。上述の ように、社会参加 へ の

第
一
歩 として、若者たちはまず 日常生活の場で寮

生や ス タ ッ フ と仲間と して の 結び つ きを深 め、安

心感や居場所感を獲得する。 そ う した感覚は若者

を次 の ス テ ッ プ へ と意欲づ け、さらには 日常生活

で の 関係性 が、プ ロ グラムや就労体験先で 醸成 さ

れる若者間の仲間意識や役立ち感 と相ま っ て、若

者の 自己認識 の 向上を促すと考えられて い る。っ

ま り、組織 B の もつ 機能間に おける連関や相乗効

果が若者の就労ス テ ッ プを支 えて い る とい える。

　第二 に、組織 B で は、就労体験が組織 B 独自の

就労の 場 で 展 開 され て い る。組織 B の 関連組織が

経営する飲食店、学習塾、学童保 育、清掃事業が

そ の 場で あ り、 こ こ で の 就労体験を通 じて若者は

基本的な仕事へ の態度や技能を獲得 し、 各種 の 仕

事 へ の 適性を見定める こ とがで きる。

　独 自の 就労の 場を持つ こ との利点 は 、
一
椴 の 企

業等にお ける就労体験 とは異 なり、若者それぞれ

の ペ ー
ス に合わせ た、よ りゆるやかな働 き方が可

懿

研

究
発

表
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能な こ とにあ る。

　例えば、飲食店 の 厨房で仕 込みや調理 を行 う就

労体験で は 、全員が
一

元的な評価軸 の もと に仕事

を評価 され るわけではな い
。 ド表 は、厨房の 仕事

にお い て若者の役割分担の様子 か ら遂行可能な仕

事の 範囲をグル
ー

プ化 して示 した もの で ある。通

常、こ の 職場で新た に働き始め るメ ン バ ー
は、経

験を積む こ とで段 階  か ら  へ と、より多くの 仕

事を こなす こ とが で きるよ うになる。段階  にい

る若者は、全て の イ1．：事 を経験 し遂行可能で あ る た

め、
一
般的に はその 職場で ある租 斐熟練 した メ ン

バ ーとして 認識 され る ．

 
　 　

−　　−−−−−−　　−−　−　　−ロつ

　 　  
　 　 　 　

　　ア−−−−　　ロ−　−　
　　　　　 乱 ＿ → ．一＿ ◆

 

接 盛 仕込終盤 仕込中盤 仕込序盤 洗 清掃

客 り 煮厩 腸 臭針 の 皮むき等 い 環境整備

付 ・仕上げ カ ッ トと 具封 F鞴 物 ゴミ出し

け と保存 保仔 と保存

　
一

方で
、 段階  の 範囲 しか仕事が遂行で きなく

とも、「で きない 」 とい うレ ッ テル を貼 られ る こ と

はな い
。 で き る範囲の 中で 責任を もっ て与え られ

た役割 をこなす こ とで 、若者は職場 の 同僚た ちか

ら承認 を得て 、や りが い を感 じなが ら仕事 に取 り

組ん で い る。

　厨房 の 仕事は外部 の 人 との 接触が ほ とん どない

ため、監督者で ある支援ス タ ッ フ の 配慮 の も と、

比較的落ち着 い た就労体験が可能で あ る。他に も、

グル ープ行動に よ る協働体験が でき る職場や、年

下 の 子 どもの 面倒をみる こ とで 責任を感 じ られ る

職場など、対人面で 困難を抱 える若者や就労経験

の ない 若者、障が い をもつ 若者 も無理 なく様々 な

職場経験を積む こ と が で きる場 が 用意 され て い る、t

　さらに組織 B の 就労体験を特徴づ けて い るの は、

体験場所となる職場がそれ自体で収益を確保 して

い る独立採算 の 事業で あるとい う点で ある。
．
般

的に労働に不慣れな若者の 就業体験を 目的 とした

事業は採算割れ が起こ りが ちで ある。それ に対 し

て 、民間企業 とし て ビ ジネス マ イ ン ドを重視し、

自社 と若者 の 経済的自立 を 目指す組織 B で は、就

労体験で あ っ て もコ ス トや利益を意識 した経営を

背景 とした支援がな され て い る。それ ゆえ、た と

え就労体験であっ ても厳 しい 側 面 もあ り、若者 へ

の 過度な配慮 の もとで 全 て が許 され る、とい うわ

けで はない。職場 の 緊張感に満 た され た厨房の 雰

囲気がそれ を よく物語 っ て い た。

　こ の よ うに組 織 B で は 、 若者に必要な支援を提

供すると同時に、　
一
方で採算に つ い て もシ ビ アに

捉えられて い る。組織 A と同様に居場所事業 （X

市）、X 型若者 自立塾 （X 市）、緊急人材 ・就職支

援基金事業 （厚生労働省）等の 公 的支援事業を受

託 して い るが、助成金に頼らない独立採算部門 の

存在によっ て、行政 との 関係 Eにお い て も、組織

B は独自性 の 高 い 支援枠組みを形成 してい る。

　以上 をまとめる と、支援組織 と し て の組織 B の

特徴は 1）共同生活 と独 自の 就労体験を支援の 柱

とす る 、 多機能性 を備えた包括的攴援組織で ある

こ と、2）公的な助成に頼 らない 独立採算による、

それ 自体で 自立的な支援組織で あ る こ とで ある。

　最後に、組織 B の 持つ 課題に つ い て簡単に触れ

て お く。充実 した支援を経て もなお、独 自の就労

体験によっ て
一定程度 の 労働経験を得た若者た ち

が 支援機関の 外に 出て仕事を見つ け自立するには、

大きなジ ャ ン プ が必要だ とい うこ とで ある。

　つ ま り、支援現場で の 労働環境 と
一

般労働市場

で の 環境の ギ ャ ッ プ の 発生 で あ る。労働者側 （若

者） の 状況と求め られ る人材像 の 隔た りは大き く

なるばか りで あ る。例えば、組織 B の 、生活に踏

み込 んだ支援 と独 自の 枠組みに よる就労体験は、

独特な性質をもつ 環境だ とい える。例えば、上述

の厨房で の 就労体験では、仕事の 指示 系統 が監督

者と若者たち個 々 人 の
一

対
一

関係が 中心 的になり 、

同僚で あ る若者同 士 の 横 の っ な が りが あま り発生

しな い状態がみ られた、監督者で ある支援者の 配

慮が届きやすい形態ではあるが、若者たちは監督

者か ら与 え られた個別の役割をはたす こ とが第
一

となる 。
こ の 形 態で は 、 若者自身が裁量をもち必

要に応 じて他者に仕事を指示するとい っ た、一般

の 職場では通常求め られ るよ うな経験が生 じに く

い ，、こ の厨房で の就労体験に は コ ミュ ニ ケ
ー

シ ョ

ン に困難を抱 える若者 も多く含まれ て い る ため、

そ うした個々 の若者の状況に即した就労経験の 提

供 と、一定の 事業性 とを両立 させ る必要性が、上

記の よ うな関係性をもたらして い ると考えられ る 。

　現在、若年者 の 雇用状況が依然と し て厳 しい こ

とに 加 え、特に最近組織 B を利用す る若者たち の

中には 、 成人に達するま で認知されない まま来て

しま っ た軽度の知的 ・発達障がい 、 2次障がい と

して こ こ ろの 病気 を抱える人が増え て い る こ とも

あ り、支援ス タ ッ フ は 、 就労先 ・自立 を見通 した

時、外部へ の
一

般就労 の ・∫能性に つ い て困難を予

想せ ざるを得ず、受け入れ 先企業の 開拓に腐心 し

組織 として も、外部に就労先がない なら、彼 らの

状況にあわせ た働 く場所 を拡充す る とい う選択肢

を持たざるを得ない 状況に追い 込 まれる の である 。

　若者が抱える困難 と社会か らの 要請 との 距離が

拡大 して い る現状 の もとで、生きづ らさを抱える
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若者側にまず寄 り添お うとする支援機関は、家族

以外の他者 との親密な関係や居場所を提供した上

で 、徐々 に外 へ と意識を向けさせ る こ とに力を注

い で い る。それ で も残る社会との距離 （労働市場

が求める人材像と教育現場が掲げる
“

平等
”

がも

たらすギャ ッ プ、家庭がセ ーフ テ ィネ ッ トになり

づ らい 状況など）を埋 めて ゆくためには、まず社

会 自体の あ り方を よ り包摂的 ・許容的なもの へ と

変えて ゆく政策的・制度的な取 り組みが必要で あ

る。　　　　　　　　　　　　　　 （田近恵子）

4 ，X市の施策を可能にした条件 と課題

　以上 2節 ・3 節の報告をふ まえ 、 本節では 1 節

で提示 した 4 つ の リサーチ ・
クエ ス チ ョ ン に対 し

て暫定的な認識を示す こ とを試 み る。

　まず  ＝関連機関聞の 役割分担や 関係性につ い

ては、X 市で は市の 内部に若者就労支援を主 に担

当する 2 つ の 部局が併存し、そ の
一

方は子 ども ・

若者 の 自立支援、他方はよ り就労に特化 した支援

を担 うとい う形で役割分担が な されて い る 。 市が

独 自に実施する多くの 事業は市内の 民間組織に委

託されてお り、市の傘下で多様な組織が並行して

若者就労支援 を行 うとい う実態が ある。市と民間

組織の 間に は、事業の委託元
・委託先とい う関係

が形成 されてお り、 市に とっ て民 間組織は事業の

成否を担 う貴重な資源で ある とともに 、 民間組 織

にとっ て市は資金面で重要な存在で ある。民間組

織相互 の 間で も連携が模索され つ つ あ り、利用者

の リフ ァ
ー

な どは実際に生じ て い るが、市との 関

係や民間企業聞で の性格の相違によ り、連携につ

い て は後述す るよ うな課題が残 されて もい る。

　また  ＝ 施策 の 推進 を可能に した条件につ い て

は、第
一

に、こ うした多様 な民 間組織 の 存在 自体

が、X 市の積極的な施策展開を可能に した重要な

条件とな っ て い る 。 市は個 々 の 民 間組織の 特陛に

応 じて事業を割 り当て 、それ らが保有する人材や

ノ ウハ ウを有効に活用 して い る と言える。他 の 自

治体に とっ て も、そ うした多様な民間団体の 活性

化を図る こ とが独 自施策の 推進に とっ て有益であ

る と考えられ る。

　第二 に 、X 市独 自の 方針 の 策定やそ の 実施 に際

して 、 単なる職責と い う範囲を超え て熱心 に 活動

する個人ア クタ
ー

の 存在が重要な役割を果た して

きた 。 そ の 中には、自身の研究経歴に基づ く専門

知識や理念の 実現を 目指 して い るアクタ
ーが複数

含まれて い る。 そ の 点で、大学 ・大学院を は じめ

と した学術研究機関や個 々 の 研 究者が
、 自治体の

施策やそれ を推進する職員と有機 的な関係性を形

成 して ゆくこ とが もつ 可能性は大 きい と言える 。

　そ して   …JE場にお ける施策の 実施形態 と成果

に つ い て 、2 つ の組織の事例か ら見出された こ と

は、若者が抱える多様な困難の 実情に即 した多段

階的で包摂的な支援が、利用者で ある若者に とっ

て こ れ ま で欠落して きた 「安心」や 「自信」、 居場

所感の源泉となるとともに、目標 の提示や
一

歩踏

み出す行動の 後押しに もつ なが っ て い るとい うこ

とで ある 。 そ の 背景に は、多様な民間組織やそ の

中の個 々 の ス タ ッ フ が、市の事業を受託 しなが ら

も、単に機械的にそ の 事業を遂行するの で はなく、

各自の熱意や工夫をそ の事業に注 ぎ込んで い る と

い う事実が ある。

　最後に、  ＝ 地域に おける若者就労支援施策 の

課題 としては、主に以下 の 点が挙げられ る。第
一

に、施策を可能に した条件 と表裏
一

体の課題 とし

て 、多様な民問組織がそれぞれ に理念や方針をも

ち、また市の事業の受託や利用者の獲得をめぐっ

て 互 い に競合するよ うな状態に置かれ る場合があ

る こ とか ら、若者支援に 関するノ ウハ ウ等の 共有

や緊密な連携関係 が形 成され に くい とい う点が挙

げられ る。
こ れは 、

X 市の よ うな多数の 民間団体

が併存する 自治体に おい て顕著な課題で あ る。

　第二 に、X 市では困難を抱える若者が就労に向

けて なめ らかで 漸次的な ス テ ッ プア ッ プがで きる

よ うに組織問の ネ ッ トワー
クや就労に至 る段階的

モ デル が意識的に作 られて い るが、それで もなお、

ス テ ッ プの 各所には切れ 目が生 じがちで ある。そ

の 原因は 、
一

方 には支援機関を訪れ る若者の 困難

が深刻で 重層的なもの である場合 も多い こ と、他

方には現在の労働市場か らの要求がきわ めて 高く

厳しい もの にな っ て い る こ と、とい う、ス テ ッ プ

の 両端の 距離の大きさに起因す る面が大 きい
。 し

か しそれ 以外にも、個 々 の 支援組織が理念や機能

に関 して そ れ ぞれ特徴 をもっ て い る こ と
一

た とえ

ば特定の 機能に特化 して い るか否か、多段階的な

ス テ ッ プ に対応 した支援の どの範囲を 自らの 役割

として担っ て い るか、事業性や コ ミュ ニ テ ィ 性が

どれ ほ ど強い か など
一

に よ り、若者が各 々 の組織

で 得 られる支援に も
一一定の 偏 りが 生じ て い る とい

う事実も存在する。

　 こ れ らの 課 題を見据え、乗 り越 えてゆ く上で必

要な論点に つ い て 、学会発表当日は さらに議論を

展開する こ とを試み た い
。　　　　 （本 田由紀）

※ 本発表は 、平成 20−22 年度 ・日本 学術振 興会 科学研 究費補助 金

基盤研 究 （C）「市場化
・
分権化時代の 就業支援政策の 有意味性 と

公 共 性に関する教育・労働祉会学的研究」（研究代表 者 ；筒井美紀、

課題 番 号 20530786 ） に よる成果の
一
部であ る。
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